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マーケティング行動の文化差の考察

日米マーケティング担当者行動の比較

佐 藤 浩 史

は じ め に

本稿は，日米企業における個人の意思決定

の差異についての考察するものである。これ

までに日米企業の差異について述べられてい

る 研 究 は 少 な く な い。（Doer2002，

Jacoby2005，Pascale1981，吉原 1989，岩

田1977）日本企業が全体を重視する経営の

特徴をもち，米国企業が個別を重視する経営

の特徴をもつといわれる。企業の特徴は，企

業内の個人の行動の結果生じる特徴である。

企業内の個人の行動は，それに先立つ意思決

定によるものであるが，日米企業内の個人の

意思決定にどのような差異があるか関心があ

る。企業内の個人における行動のパターンを

検証することから意思決定の傾向が理解でき

るであろう。例えば，企業の中の個人の行動

として，日本企業の現場第一線マネージャー

の職務と権限についての認識や権限委譲の状

況をみてみると，権限が付与されているにも

かかわらず，自律的な意思決定によって行動

されていないという行動と米国企業のマネー

ジャーが自己の職務の範囲において行動して

いる状況が見られる 。これは，職務に対す

る認識が明確でない場合や職務の理解のさせ

方の問題ととらえることができよう。また，

詳細な記述による説明がある場合と他方で認

識のさせ方が簡略，あるいはほとんどない場

合では，その後の行動に先立つ判断に差異が

生じるであろう。これらの差異は，企業の中

の個人の仕事の仕方として捉えた場合，詳細

な指示で従業員の理解が得られる場合と漠然

とした理解で職務を遂行した場合では，その

結果にも影響があるだろう。その意味でも，

企業の中の個人として従業員の意思決定の傾

向を知ることは重要と考える。本稿では，日

米企業の従業員の職務と権限についての意識

と権限委譲の現状を取り上げ検証していくた

めの予備的調査として，在日米国企業と日本

企業の従業員に職務と権限，そして，職務遂

行にあたり自己の行動パターンについて聞き

取り調査をおこなった。そして，本稿に関わ

る既存の研究を整理したのちに，その聞き取

り調査の結果の提示をおこなう。

１．既存の研究整理

1-1．組織と意思決定

１）組織論や管理論における権限

権限は，組織論の中で組織の原則，あるい

は管理の原則のひとつとして位置づけられて

いる。その要素は，①分業・専門化の原則，

②命令一元化の原則，③権限と責任の原則，

④規律（服従，勤勉，活力，態度）の原則，

⑤統制である。その意味で権限は，企業にお

ける個人を取り扱う場合の重要な要素である。

権限とは，職務を公に遂行しうる力と規定

される。「しうる」や「できる」という意味

は，①自分で行うことができる②他の人にや

らせることができる，②の場合は，指揮・監
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督・命令という形態である。①の「できる」

こととは，自分がその職務をおこなっても，

他の人は文句をいわない。他の人がその人の

職務を行ってはならない，とされる 。

組織の構成要素として，組織の秩序を維持

するために必要な要素である。組織における

権限には，３つの説がある。①権限法定説

（クーンツ＆オドンネル）これは，上司から

部下に委譲される権限であり，上位者から下

位者に与えられて発生する権限を指す。②権

限受容説（バーナード）権限は，下位者が上

位者の命令を受け入れてはじめて有効である

という③権限職能説（フォレット）組織に与

えられた職位と同量の権限と責任が与えられ

ているというものである 。職位と権限は，

一致する。これまでの研究において権限とは，

authorityと呼ばれる場合が多いが，バー

ナードの authorityは，権威として使われて

いる。バーナードは，組織の伝統理論で用い

られる法律的，制度的な権力としての権限に

対して，権限が受容される必要があると述べ，

これを権威とした。権威と権限の区別は，権

限が受容されていれば権威と表現すると考え

られる 。

２）権限委譲の既存の研究

青木（2006）では，エンパワーメント理論

の展開のなかで権限委譲に関わるこれまでの

研究をまとめたうえで検討している。エンパ

ワーメントは，心理的，社会的な観点から関

係概念であるという認識である。そこでは，

関係概念であるエンパワーメントが人と人，

部門と部門などにおけるパワー共有の手法で

あると考えられてきた。このような手法とし

て権限委譲や意思決定への参加が捉えられて

いるとされる。権限委譲と意思決定への参加

は，企業などで考え場合，上司としての上位

者と部下である下位者の関係における意思決

定行動である。意思決定への参加とは，上司

と部下が共同で意思決定を行うことである。

この上司と部下において共同での意思決定す

ることにとどまらず決定権をも認めることが

権限委譲としている。また，権限について考

える場合，職務と責任が結びついて述べられ

ることが少なくない。その意味では，権限を

委譲する側と委譲される側の調和の取り方を

検討することも重要であろう。

青木（2007）では，権限委譲が機能しない

要因を理論的，実証的に検証している。近年，

従業員に権限を付与しても思ったような効果

が得られていないという報告が増えてきたこ

とから分析をおこなっている。この研究では，

エンパワーメント（権限委譲）が失敗する原

因として，①経営者・管理者の心理的障害，

②従業員の心理的障害，③経営者・管理者の

学習不足，④従業員の学習不足，⑤連動する

諸要因への配慮不測という結果を報告し権限

委譲がどうすれば機能するのかという原因を

調査している。権限委譲がルール化，経営者

特性，気軽な助け合い，失敗評価，情報開示，

リーダーの言動一致，能力開発，従業員の

ヴィジョン理解という経営要因に対してどの

ように影響しているのかというものである。

その結果，ルール化の傾向が強い企業とコン

トロールの強い企業で権限委譲が機能してい

た。ルール化，コントロールの弱い企業でも

権限委譲は機能していた。権限委譲が機能し

ていなかったのは，ルール化の中途半端な企

業とコントロールの中途半端な企業であった，

と報告している 。

３）日本企業の職務権限論

泉田（1990）は，自身の職業経験を基に職

務権限の理論を述べている。職務権限を明確

化し職務権限規定を策定した経験に基づいて，

職務権限の概念整理，権限の分析法を述べて

いる。この中での権限とは，権限とは，組織

を前提とし結びつく概念である。行動主体は，

個人ではなく，組織とそのなかの従業員であ

る。行動の目的は，個人の利益ではなく，経
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営の目的・利益である。行動結果は，組織に

帰属するものである。権限は，個人ではなく，

その個人のもつ職務に帰属するとしている。

さらに職務権限は，経営において職務を公に

遂行する力という概念を掘り下げ，①自由裁

量，②経営的効力，③責任，という３つの属

性から考察するものとしている。第一の自由

裁量とは，自分で判断し決定することである。

他の人から言われたことを機械的にやること

は自由裁量ではなくそこに権限も存在しない。

自由裁量は，干渉要因という程度の制約を受

ける場合がある。予算や昇給，昇格などの包

括的な規準には，その範囲での権限行使とい

う制約である。第二の経営的効力とは，決定

権を持つ権限者の意思決定の領域に他の者が

干渉する，または，決定を変更することはで

きないという意思決定の保障。権限者の決定

は，経営上の行為として成立し，関係機関は

これに従わなければならないという拘束力関

係。この効果は，経営に帰属し，その行使者

に何らかの変更（行為者の変更等）があって

も効力は影響されないという効果の継続性，

という３つの経営的効力が認められなければ

ならない。第三に責任の存在である。権限に

付与されている責任として，自分のした行為

の結果に対して不利益もしくは制裁を自分で

負担するという結果責任と一定の不利益また

は，制裁を受けるべき特定の地位，結果に対

してその原因となる地位を遂行責任として設

定している。遂行責任は，結果責任に先立つ

ので両者は結びついている責任と解釈できる

のである。この責任についての認識によって

権限＝責任という考え方にたつものであろ

う 。

1-2．組織の意思決定

１)組織の意思決定と権限（権威・author
 

ity）

-

組織の意思決定について，サイモンは，組

織目的を達成するために，組織のなかの個人

に組織人格を与える。その個人は組織人格に

よって組織の目的を達成するために意思決定

行動をおこなうとしている。組織が個人にお

こなう意思決定は，①職務の範囲を明らかに

する，②オーソリティを分配する，③組織の

中の個人を調整するために他の制限を個人に

選択させると述べている 。また，組織にお

いて調整は，仕事全般におけるメンバーの活

動を支配するように決定の機能を集中させる。

調整は，実態的なものと手続きてきなものと

ある。手続き的なものが記述書であり，これ

によりオーソリティを特定するとしている 。

また，オーソリティを組織において個人の意

思決定が組織目的に影響されるように調整す

るための要素としてあげている。サイモンに

よるオーソリティは，「他人の行為を左右す

る意思決定をする権力」と定義されている 。

上司と部下という個人間の関係である。組織

のオーソリティは，上司と部下の両方の行動

によるものであるが，部下の行動は，上役が

部下のためにおこなった意思決定に従うとい

う受容による意思決定の判断基準をもってい

る。この意味では，組織の中の個人の意志決

定の行動の結果として，自己の内部にある判

断基準による意思決定と自己の外部である周

囲を参照する意思決定の存在を明らかにする

ことは重要であろう。

２)組織の意思決定における社会的文化的差

異

a)企業内の個人における価値参照行動の差

異

大平（2006）では，組織の意思決定におい

て日米企業を対象とした社会的文化的な差異

の影響を分析要素として利用できることを述

べている。これは，日本企業の横並びの事例

で述べられている。そこでの議論は，企業が

行動する場合の価値基準が置かれた状況に

よって意思決定されており，このような外部

価値の参照行動をおこなった個人の意思決定
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としている。意思決定が必要となった個人が，

状況を参照する意思決定行動を行った場合，

つまり個人内部に自律的に形成されている価

値を参照している意思決定行動ではないと指

摘している。米国などの個人が組織に参加し

ている場合，職務明細書で職務が規定されて

いれば，その個人は，職務明細にしたがった

行動，選択をおこなう。個人は自分で職務明

細を基準にするという自己の内部を参照して

いることになるというものである。日米組織

の差異を見る場合，組織に参加している個人

では，外部価値を参照している個人という日

本と自己の内部価値を参照するという米国の

個人の差異をみることができよう 。さらに

日米企業行動の差異の理解のひとつとして制

度上の差異と過程の差異をみることで明らか

になるとしている。制度上の差異とは，日本

企業が全体重視で米国企業が個別重視という

差異である。一方は，日本企業の全体重視と

は，日本的経営の特徴とされている日本の

QCサークル，雇用の制度やコンセンサス重

視の意思決定などである。他方，米国企業の

個別重視とは，雇用が職務契約で個人ごとで

ある。個人の仕事は，職務明細書の範囲で個

別に決められている 。日米企業における過

程上の差異として，企業内部における個人の

行動にみることができる。過程上の差異は，

管理過程における行動の差異を具体的にみて

みると理解できる。これまでにも多くの研究

において米国の日系現地法人における，日米

企業内での差異について研究されている。

大平（2010）では，この中でも日本人上司

と米国部下を対象にした仕事の仕方における

日米企業における個人の差異をまとめている。

その差異とは，①権限と権限を使う過程での

差異，②仕事の過程における指示の差異，③

評価の差異である。これら３つの差異につい

て若干ふれておく。権限，指示，評価の差異

を具体的な行動は，日本人上司は，権限を任

さない，そのため報告・連絡・相談を常に求

める。米国人部下は，権限委譲を求めるとい

う差異である。日本企業には，前述したよう

に，個人の職務を米国のような職務を明確に

記していないことが少なくない。そのため職

務を遂行しようとする個人としての上司と部

下は，常に報告・連絡・相談による相互の状

況を確認している。そのような行動の中で，

日本の社会一般にみられる「察し」による意

思決定行動が問題となろう。（大平2006）相

互の状況を確認するために，報告・連絡・相

談という方法をとっているが，そのやり取り

の中に相手の状況について察しによって個人

が主体的に意思決定することを求めていると

いう行動である。このような企業にみられる

個人の意思決定の日米の差異を意思決定に先

立つ判断のひとつとして価値参照行為の差異

ととらえ，日本人上司と米国人部下という社

会的文化的な差異に接している相互作用では，

この日本人上司にみられる察しが周りの状況

を参照して意思決定することを求めることが，

明確ではない指示となり自律的な意思決定が

制約されるであろう。

b)企業における個人の意思決定行動と調和

企業内の個人の意思決定行動の差異を考察

する場合，その行動のパターンにより明らか

にすることができるであろう。周囲の状況を

察して，つまり外部の価値を参照して意思決

定する個人と自己の内部にある価値を参照し

て意思決定する個人という意思決定のパター

ンをみることができる。これは，日米企業の

個人と照らし合わせた場合，全体重視の日本

と個別重視の米国という意思決定の特徴とし

て捉えることができよう。この全体と個別と

いう日米企業にみられる差異を調和のとりか

たの差異としてとらえることもできるであろ

う。大平（2010）では，企業内個人の仕事の

仕方の差異を理解しようとする場合，社会一

般にみられる調和の形成パターンを参考にす

ることで明らかになるであろうと述べている。
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日米企業行動の差異は，長期間継続されてい

る。（Abegglen 2005，Dore 2002，Jacoby
 

2006）この差異が社会的メカニズムによって

形成されてきているととらえることができる。

社会一般にみることができる調和を求める行

動は，ⅰ）個々の相互作用の結果生じる緊張

を緩和すること，ⅱ）社会は，この緩和の方

式として全体と個のどちらかを優先して社会

が組み立てられる，ⅲ）この社会的調和は，

社会構成員である個々人が，安定的な緊張緩

和を求めるため連続的に生じる，というもの

である 。社会的調和は，緊張緩和のための

行動パターンであろう。日米企業における個

人の意思決定行動の差異にみられる全体重視

と個別重視の行動パターンは，社会的調和の

形成に対応するものと仮定することもできよ

う。日本企業における日本人上司は，仕事に

おいて察しを求め，日本人の部下は，上司の

指示を察して行動する。この相互の察しによ

り緊張関係を緩和する。米国企業は，個々に

自己主張し緊張を高めるが相互に尊重しルー

ルを遵守することで緊張を緩和する方法をと

る。このような行動パターンにより日米企業

の個人の行動に差異が生じてくるというもの

であった 。

1-3．多国籍企業，日本企業の異文化適応行

動の研究

１)多国籍企業の行動パターンと異文化適応

太田（2008）では，多国籍企業における異

文化のマネジメントについて述べている。こ

こでは，グローバル・ローカル・ジレンマと

いうキーワードで多国籍企業の異文化適応を

扱っている。多国籍企業は，本国と進出国に

おける差異と本社と進出国の子会社という差

異が存在する。企業が外国市場に進出しよう

とする場合，そこでは，進出国の文化に接す

る。その文化とは，進出国それぞれの慣行や

制度，それらが基になった行動のパターンの

ことである。このような文化的な差異に多国

籍企業がどのように適応するか。例えば，こ

れまでの研究で述べられている日本と米国に

は，社会一般にみられる社会的文化的な差異

がある。日本が集団主義であるのに対して米

国が個人主義といわれる差異である。このよ

うな多国籍企業にかかわる社会の文化的パ

ターンにおける二元性を提示している 。

（表１）この二元性は，多国籍企業が二者択

一をおこなわなければならないというもので

はなく，企業がグローバル市場で活動してい

くにあたり，組織の二元性を両極に置いた連

続線上のどの位置で進出国との調和を取るか

重要であろう。

日本の多国籍企業の本社と子会社関係の特

徴は業務統制型で集権的グローバル・ネット

ワーク型であるという。組織の能力，権限，

情報，意思決定権が本国本社に集中している

ものである。意思決定は，日本にある本部の

日本人マネージャーと進出国現地子会社マ

ネージャー同士によるコミュニケーションに

より業務が執行される。ここでは，業務を集

表1 複雑組織の二元性

競争⇔パートナーシップ

差別化⇔統合

緩やかさ⇔厳格さ

コントロール⇔起業家精神

計画的⇔機会主義的

公式⇔非公式

ヴィジョン⇔現実

分権化⇔集権化

ビジネスの論理⇔技術の論理

分析⇔直感

権限委譲⇔コントロール

個性⇔チームワーク

変化⇔継続性

トップダウン⇔ボトムアップ

寛容さ⇔直裁さ

柔軟性⇔焦点

出所：太田（2008）p19より筆者作成
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権するという集団・全体を志向しているもの

といえよう。米国企業の多国籍企業の本社と

子会社関係の特徴は，調整連合型で能力，権

限，意思決定がそれぞれ拡散しつつも本社の

統制は強い。システムの公式化を好む。公式

な経営計画と管理体制による結びつきがある

というマルチドメスティック型ともいえる。

米国人が海外勤務を好まない傾向があること

から，人的資源を現地に適応させる傾向があ

るという 。米国多国籍企業は，人材をそれ

ぞれに適応する，あるいは分権しつつ調整に

よる統制という方法で本社と子会社関係を

持っていた。日米多国籍企業の本社と子会社

の関係における特徴として集団重視と個別重

視という差異をみることができる。

２)日本企業の海外展開にみる内部志向

吉原（1989）では，「内なる国際化」とし

て，日本企業の海外展開と活動状況を述べて

いる。日本企業が海外に進出して現地生産を

行う場合，生産設備，生産手法などを持って

いくという。さらにチームワークや平等志向，

品質志向などの組織文化も海外に導入してい

くという 。また，重要な意思決定は，日本

の親会社で決定され，海外子会社は，その決

定に沿った現地活動をおこなう。これを日本

中心のワンウェイの発想としている。この日

本企業の海外展開について米国内で日本企業

に所属する米国人の不満があげられている。

①目標が明確でない，②重要な意思決定は日

本人によって決定される，③日本人でないと

一定ポスト以上に昇進できない，④会議が長

い，関係がなくても参加が要求される，⑤日

本人管理者の（筆者注：その人の）やり方の

その背後にあるロジックを理解できない。⑥

日本人管理者は説明をしようとしない ，と

いうものである。このような米国人従業員の

不満は，これまでの多くの研究においても知

らされてきた職務内容が明確でない，うちわ

の論理で行動するなどと一致するようである。

外国人従業員と日本人管理者の志向の行き違

いは，もともと日本人は，部下が上司に質問

をしないため外国人従業員が仕事を明確にす

るための質問に答えないという状況がうまれ

る。その行動について「（筆者注：日本人）

上司が部下に仕事を命じる。部下は上司の命

令について不明なところや疑問があると思っ

ても，いちいち質問などしない。」「（筆者

注：日本人部下は）上司はどうゆう意図でこ

の命令をだしたのだろうか，ここではどのよ

うに考えるべきであろうか，など自問自答し

ながら考える」という行動が特徴としてのべ

られている。つまり，この部下は，意思決定

において「察し」をおこなったうえで判断の

対象である上司と命令のうち上司の意向を参

照しようとしているものである。日本企業の

海外展開が必ずしも十分なグローバル志向で

はないことから，「内なる国際化」と称して

いる。日本企業において，海外事業に関わる

部門以外の従業員は，国内志向が強い。つま

り内向きなのである。会社全体がグローバル

志向へ転換することが必要としている。その

問題としては，進出国で製品開発やマーケ

ティングをおこなっていない 。このことは，

マーケティングや製品開発など事業にとって

中心となる活動が日本人中心であり，現地に

適切に対応しているのか，あるいは今後でき

るのかという問題と市場への反応が遅れるこ

とも指摘している。このことは，重要な意思

決定は，日本の親会社で決め現地子会社へ

送っているという集権な行動パターンであり，

重要な決定をおこなう権限が現地子会社へ委

譲されていないということである。そこで，

進出国現地の人材を増加させ，その現地の人

材に参加の機会を与えること，また，そこに

所属する従業員も日本の本社がグローバルな

規準での活動を要請するのか，日本国内の市

場や環境を規準にした活動で展開していくの

か関心は大きい。

ここまでみてきたように，多国籍企業や日

― ―94

経営論集（北海学園大学）第８巻第３・４合併号



本企業が活動していく中で組織の中の個人の

行動に差異がみられる。この個人の差異は，

行動に先立つ意思決定の差異と捉えることが

できよう。

３)日米企業に見られる従業員行動の差異

西田（2007）は，異文化経営の差異につい

て詳細な分析をおこなっている。この研究で

は，人間関係，業務遂行行動，経営管理に関

する項目について文献調査をおこないまとめ

ている。本稿とかかわりのある日米比較の調

査結果をみてみる。

在米日本企業の従業員が米国人に対して困

難に感じた行動と米国人が日本人に感じた困

難の相違をみてみる。（表２）日本人従業員

が米国人に対して困難に感じる理由の最も高

かったものは，「言葉の問題」，「細かい指示

をださないと仕事ができない」，「事務・管理

能力が低い」，「仕事に関する報告・連絡をし

ない」，であった。他方，米国人従業員が感

じる困難としてあげられているのは，「意見

の述べ方・話し合い方」，「情報を共有しな

い」，「言葉の問題」，「指示の仕方」，「意思決

定に時間がかかる」，であった。米国人が感

じる日本人への困難で会議の進め方について，

これまでにも述べられてきた日本人の特徴が

具体的にあげられている回答がわかりやすい。

「会議の目的や方向性を明確にしない傾向が

ある。多くの場合，一般的な事柄について話

し合うだけで，一つの目的に焦点が絞られて

いない。多くの米国企業の会議では，どのよ

うに仕事の目標を達成するかという方法論な

ど具体的な目的をもつ」，あるいは，「会議以

前すでに意思決定がされており会議の場でそ

れを覆すことは無い」など日本企業の経営の

特徴に述べられている特徴にみられるいくつ

かの慣行が米国人従業員は，困難を感じてい

るものである。また，仕事のやりかたについ

ての回答も日米従業員の差異が明らかである。

米国人は，日本人の困難な理由としてあげた

のは，「指示の出し方に詳細な情報がなく，

明確さに欠ける。米国人の指示はもっと詳細

である」「職務内容記述が一般的すぎるため，

曖昧である」などであるが，日本人が「細か

い指示を出さないと仕事ができない」ことを

困難に感じると回答していることは，文化的

差異と捉えることができるだろう 。

２．日米企業の個人における職務と権

限の意識調査

在日米国企業における企業の中の個人にお

ける意思決定行動の差異を明らかにするため

に，在日米国企業の従業員に聞き取り調査を

おこなった。比較のため日本企業の従業員に

おいても同様に聞き取り調査をおこなった。

マーケティング担当者を取り扱うのは，マー

ケティングが企業の目的を達成するために必

要な企業行動のひとつとして考えることから，

マーケティング担当者の行動と意思決定の傾

向を知ることは重要と考えたからである。在

日米国企業，日本企業とも自身の職務と権限

表2

日本人が感じる困難 米国人が感じる困難

言葉の問題 言葉の問題

細かい指示を出さないと仕事ができない 指示の仕方

仕事に関する報告・連絡をしない 情報を共有しない

事務管理能力が低い 意思決定に時間がかかる

意見の述べ方・話し合い方

出所：西田（2007）p426-431より筆者作成
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についてどのような認識をもち日常業務を遂

行する場合に行動しているか質問形式で調査

した。

2-1．調査の目的

調査の目的は，①在日米国企業と日本企業

に所属する従業員が自分自身の職務に対して

どのような認識をもっているのか，②その職

務にたいする認識は，明確な認識であるのか，

③従業員の職務に対しての認識と権限に対す

る認識の結びつきはどのようなものか，④従

業員の職務や権限についての認識と日頃おこ

なっている職務を遂行時の行動パターンを抽

出することが主な目的である。

2-2．調査方法

在日米国企業と日本企業に所属するマーケ

ティング担当者６名に面接し，あらかじめ質

問内容を記した質問表を基に，質問形式で聞

き取り調査をおこなった。平均聞き取り時間

は，40分であった。

2-3．調査の対象

在日米国企業３社３名，日本企業３社３名，

合計６名である。調査の対象企業における従

業員の所属部門の属性は，在日米国企業は，

マーケティング部として独立した部門があっ

た。（グループマネージャー１名，プロダク

トマネージャー１名，マーケティング部門

ディレクター１名）日本企業は，マーケティ

ング部門として独立していないが，営業推進

部，業務企画部などに所属しマーケティング

活動をおこなっているという状況であった。

（営業推進部１名・業務推進部マネージャー

２名）日頃行っている職務の種類は，在日米

国企業は，市場調査や顧客動向調査，業務知

識を営業部門へ提供することなどマーケティ

ング活動のみであった。日本企業は，営業推

進，業務推進に所属しており，マーケティン

グ活動と営業部門がおこなう販売方法の指導，

営業部門がおこなう人材育成のサポートなど

も若干含まれていた。

2-4．聞き取り調査結果

１）職務に対する規定と伝達方法

･職務明細書は，日本企業３社ともになかっ

た

･職務明細書は，在日米国企業３社ともに

あった

･日本企業において，職務明細書にかわる，

職務の規定は，役割規定書，業務分掌規定

で代替されていた

･職務について従業員への伝達方法は，日本

企業は，人事部門が開催するマーケティン

グ担当者研修において実施されていた

･在日米国企業において伝達方法は，人事部

のマネージャー研修において実施され，他

１社は，人事部と上位者から説明があり，

職務についてある程度の明確性をもって説

明されていた在日米国企業にあった，職務

明細書は，簡略なものであった（その内容

は，業務の目的，マネージャーの役割が中

心であった）

･日本企業の職務として規定されている項目

として，販売目標と人材育成が記載されて

いた

以上が在日米国企業と日本企業における職

務についての伝達と従業員の認識である。日

本企業における従業員への職務の伝達は，職

務明細書において明確な職務の提示ではなく，

人事規定内に職務遂行の項目があり代替され

ている場合，役割規定，業務分掌規定などで

代替されている。このような代替された規定

に包含されていることを従業員も了解してい

た。日本企業は，従業員個人の職務を人事規

定という全体を包含する規定に収めていた。

日本企業における従業員個人への会社からの

伝達は，人事部が開催する「マネージャー研

修」のなかでマネージャーの役割を説明する
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内容に包含されていた。別個，あるいは改め

て上位者からの詳細な伝達はなかった。在日

米国企業の職務明細書は，職務の概要的な表

現で簡略的な内容であるが，ある程度，個別

な職務を重視した内容となっているというこ

とであった。その内容は，企業のミッション，

業務（販売業績）目標を達成することを目的

とした項目であった。米国企業では，人事部

と上位者が従業員へそれぞれ職務について範

囲や責任を伝達していた。個別に伝達し確認

をおこなっていた。

２)マーケティング担当者の権限と職務に対

する現状認識

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも自身がもつ権限について理解し

ていた。

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも自己がもつことができる権限に

ついて会社からの説明があった

･日本企業のマーケティング担当者は，人事

部門からの説明で自身がもつことができる

権限について了解していた。（上位者から

の説明はなかった）

･在日米国企業のマーケティング担当者１名

は会社と上司から説明があった

･日本企業のマーケティング担当者において，

権限と職務についての説明に責任とむすび

ついた説明はなかった

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも部下に権限を委譲したことがあ

ると答えた

･日本企業のマーケティング担当者が下位者

へ権限委譲をおこなう場合，規定に基づく

ものではなく，従業員個人の属性（経験，

能力）を重視して権限を委譲するかしない

かを判断していた

･日本企業のマーケティング担当者では，自

己がもつ権限についての規定は，人事規定

に包含してあるので，別途定められている

ものはない

･在日米国企業のマーケティング担当者では，

権限の範囲が明確であった（本調査の回答

者では，業績目標達成に必要とされる権限

が重視されていて，金銭的，経費的な権限

は，制限されていた）

以上が在日米国企業と日本企業のマーケ

ティング担当者における権限についての認識

である。権限を委譲するためには，マーケ

ティング担当者が権限について明確な認識を

もつことが必要とされるであろう。しかし，

日本企業では，権限も前述した職務に関する

場合と同様人事規定等に包含されており別途

権限を明確に伝達していなかった。権限も人

事規定全体として扱われている。在日米国企

業も前述した職務に関する場合と同様に上位

者から個別に説明や確認がある企業があり，

その場合，明確であった。日本企業のマーケ

ティング担当者は，権限という言葉に消極的

な印象をもっていた。在日米国企業の，アー

ケティング担当者は，権限＝目標達成の手段

というものであった。

３)マーケティング担当者として自身の行動

に関するもの

･日本企業のマーケティング担当者において，

自己の業務遂行に関して上位者との目的の

共有は，ある程度にとどまっていた。（詳

細ではないという意味）

･在日米国企業のマーケティング担当者は，

上位者と自己の業務遂行について目的や方

法について詳細に打ち合わせていた

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも自己の業務に関する提案を高頻

度でおこなっていた

･日本企業のマーケティング担当者において，

自己の所属する部門内で他の従業員は，ホ

ウ・レン・ソウをおこなっていた。これは

恒常的な行動となっていた（そのうち１社
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は，速やかな業務報告が規定で義務とされ

ている）

･在日米国企業マーケティング担当者が所属

する部門では，ホウ・レン・ソウは，特に

習慣的におこなわれてない

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも，自分自身は，ホウ・レン・ソ

ウを行っていた

･日本企業のマーケティング担当者は，上位

者に相談するという方法で業務遂行の途中

経過やプロセスを報告するという行動で

あった。

･在日米国企業のマーケティング担当者は，

結果をまず参照しその後の業務遂行につい

て相談するという方法で上位者と接触して

いた

･在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者とも，上位者，下位者とコミュケー

ションをとる場合，行動を察しながら意思

決定していた

･在日米国企業のマーケティング担当者は，

察しを行う場合，自己の職務の範囲を参照

したうえで察しをおこなっていた

以上が在日米国企業と日本企業のマーケ

ティング担当者の行動パターンについての調

査結果である。日本企業のマーケティング担

当者は，上司への提案は，相談の意味でおこ

ない。権限を委譲されているからやってもい

いのか伺っている。これは説明が明確でない

ので仕事をやりながら，状況を見て判断する

という意思決定を行っていた。

2-5．調査結果のまとめと若干の考察

組織の中の個人における意思決定行動が社

会的文化的な影響により差異があるといわれ

ている。本稿では，これを日米企業における

差異に関心を向けて調査した。企業内におけ

る個人の行動に差異があり社会的文化的な影

響を受けていれば，その個人の意思決定の差

異として捉えることができるであろう。この

意思決定の差異を明らかにし企業の中の個人

の意思決定行動にみられる差異のメカニズム

を理解するための予備的考察として在日米国

企業のマーケティング担当者を対象に聞き取

り調査をおこなった。比較のため日本企業の

マーケティング担当者にも調査をおこなった。

在日米国企業と日本企業のマーケティング担

当者の行動を知るために，権限と職務につい

ての認識と権限委譲の現在状況に焦点をあて，

ある程度の傾向を抽出したいと考えた。日本

企業のマーケティング担当者は，所属企業か

ら権限や責任について全体的で抽象的に伝達

され，自己の認識も抽象的な理解にとどまり

ながら職務にあたっていた。在日米国企業に

所属するマーケティング担当者は，職務や権

限について，簡略ではあるが，職務明細書が

存在した。それについて，上位者からの説明

の機会があり，自己の認識として権限や責任

について日本企業の対象者より明確な認識を

もっていた。

権限委譲につては，日本企業の対象者が，

権限と職務についての認識が明確でないとい

う認識のとおり，明確に権限委譲していると

いう認識はなかった。また，権限委譲するこ

とが部下との関係において有効であるという

認識はなかった。在日米国企業のマーケティ

ング担当者は，権限委譲することを委譲され

る個人の能力によるとという選別をおこなっ

たうえで行ったことがあり，権限委譲が部下

の能力向上となるという認識をもっていた。

在日米国企業，日本企業のマーケティング

担当者の意思決定行動において，自己の判断

をどのようにおこなっているかという項目で

は，上司や同僚とのコミュニケーション行動

の状況とコミュニケーション方法についての

考え方を聞いた。上司への報告・連絡・相談，

および自己の意思決定に察しを行う行動パ

ターンの存在についての結果は，在日米国企

業，日本企業の対象者とも報告・連絡・相談，
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および察しをおこなっていた。この項目につ

いて差異がみられたのは，日本企業の対象者

は，報告について連絡として経過の報告を行

い，次の行動を意思決定する参考にするため

上司に相談をするという行動パターン（いつ

もそうしている）であった。これに対して，

在日米国企業のマーケティング担当者は，報

告とは，結果の報告であり，相談は，結果に

対して検討するという方向性をもっていた。

この差異は，日本企業のマーケティング担当

者が，上司に相談して意思決定しているとい

うことであり，自己の外部の価値を参照して

意思決定しているという行動といえるだろう。

在日米国企業のマーケティング担当者は，す

べてを自己の内部の価値を参照して意思決定

しているとは言えないが，職務明細所を参考

にしながら，上司と接触するなど自律的な意

思決定をおこなっているマーケティング担当

者がみられた。

企業内の個人にみられる行動として周囲と

の調和をとる行動について既存の研究を提示

したが，日本企業のマーケティング担当者に

おいて，自分の上司と部下に察しをおこなう

ことに加え，自己の行動が部内，課内の全体

に影響するという察しをおこなっていた。こ

れが，自己と周囲の緊張を緩和する行動とし

表3 日米企業従業員の職務認識
【職務について】

日本企業 米国企業

職務明細書の有無 ない３名 ある３名

職務明細書以外で規定されている はい３名

職務・業務を規定している書類にコミットメン

トの記載
ない３名 ない３名

職務・業務を規定している書類の記載が明確 明確でない３名 ある程度明確３名

職務・業務を規定している書類に契約という記

載
まったくない３名 まったくない３名

今の職種についての会社からの説明 人事部門が行う研修で有３名 人事部門が行う研修で有２名

今の職種につくにあたる説明内容 全体的な概要の説明名３名 項目ごとの詳細な説明２名

全体的な概要の説明１名

出所：筆者の聞き取り調査より作成

表4 日米企業従業員の権限認識
【権限について】

日本企業 米国企業

権限をもっているか 持っている３名 持っている３名

権限をもつにあたり会社からの説明 マネージャー研修で有２名 説明があった１名

規定されているので説明はな

かった１名

マネージャー研修に包含され

ていた２名

権限をもつにあたり上位者からの説明 なかった３ なかった２名，あった１名

権限と責任の結びつきの説明 あった１名 あった１名

なかった２名 ない２名

権限を下位者に委譲したことがある ある２名 ある２名

ない１

出所：筆者の聞き取り調査より作成
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てとらえることができるであろう。在日米国

企業のマーケティング担当者では，察しはお

こなうが周囲ではなく上司との関係，部下と

の関係いう個別でおこなうという認識であり，

別個に行動していた。

３．今後の課題

本稿では，組織の中の個人における意思決

定の傾向に日米の差異があり，その傾向を明

らかにするために，在日米国企業と日本企業

のマーケティング担当者に焦点をあて，その

個人の行動と意思決定のパターンを抽出する

ための予備的考察として聞き取り調査をおこ

なった。聞き取りの内容が具体的ではなく，

対象者数が十分ではないため若干の傾向を知

る状況にとどまった。今後は，聞き取り対象

者の数を増やすことが要請されるであろう。

また，別途アンケート調査をおこおない相互

に検討していくなどの精緻な分析をおこなう

ことで，一定の理解ができるであろうと考え

ている。以上を今後の検討課題としたいと考

えている。

注

1)筆者の聞き取り調査による

2)泉田健雄（1990）『職務権限論』p51白桃書房

表5 日米企業従業員の行動認識
【自身の行動に関するもの】

日本企業 米国企業

伝達された１名 伝達された２名自分の業務遂行の目的，内容を明確に伝達され

た 伝達はなかった２名 伝達はなかった１名

OJTで指導された２名 職務ごとその都度１名（明確な伝達がない場合，それにかわる方法は
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上位者への提案
ほとんど自らにおこなってい

る３名

ほとんど自らおこなっている

３名

自律的な意思決定
意思決定は他者に影響されな

い３名

意思決定は他者に影響されな

い３名

所属先でのホウ・レン・ソウの慣行 ほとんどそうしている３名
どちらでもなく，必須ではな

い２名，都度１名

上位者との間のホウ・レン・ソウ ほとんどそうだ３名
どちらでもないMustではな

い

いつもそうだ３名（相談が２

名，報告１名）
ほとんどソウだ２名

あなたのホウ・レン・ソウ
する場合としない場合と半々

１名

いつも自主的（相談２名，報

告１名）
ほとんど自主的２名

ホウ・レン・ソウを自主的に行っている
する場合としない場合と半々

１名

ホウ１名 ホウ２
自分自身が最も重視するホウ・レン・ソウ

ソウ２名 ソウ１名

いつも察している１名 いつも察している１名
自分自身は察しながら意思決定することがある

ほとんど察している２名 ほとんど察している２名

出所：筆者の聞き取り調査より作成
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3)佐久間信夫・大平義隆（2008）『現代経営学』

p234
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